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環境マーケテ ィングと
複雑適応系 に関す る一考察
荒 井 義 則
1.は じめ に
ユラ
地球環境問題の深刻化にともなって,経営学の分野においても,環境会計,
2)の3ナ4う 　 6)
環境 マーケテ ィング,さ らによ り広範囲な環境経営学 が発展 しつつあ り,
地球環境問題への貢献が期待 されている。
本稿 においては,マ ーケティングによ り環境問題 にアプローチする環境マ
ーケテ ィングについて考察する。環境マーケティングにおいては企業のみな
らず,消 費者 ・生活者,地 方公共団体,政 府 も重要な役割 をはたすので,こ
れらすべてを含 むシステムを考 え,こ のシステムが複雑適応系であることを
示す ことにより,そ の特性 を考察 しようとするものである。
2.環 境 マ ーケ テ ィン グ
ここでは,環 境 マーケ テ ィング とは何 か を考察 す る。
コ トラー はマーケ テ ィングの定義 は社 会的定義 と経営 的定義 に大 別す るこ
とが で きる とし,社 会的定義 と してのマーケ テ ィングの定義 を次 の よ うに述
べ ている。
「マ ーケテ ィング とは社 会活動 の プ ロセス であ る。 その 中で個 人や グル0
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プは,価 値 ある製 品やサー ビス を作 り出 し,提 供 し,他 者 と自由 に交換 す る
フ 　
こ とに よって必要 な ものや欲 す る ものを手 に入 れる。」
さ らに,環 境 の悪 化,資 源 の枯 渇,爆 発 的 な人 口増 加,世 界的飢餓 や貧 困,
社 会事業 の切 り捨 て とい う問題 に対 して,マ ーケ テ ィングの範 囲 を拡 大 し,
ソサ イエ タル ・マーケテ ィング とい う概念 を提 唱 した。 コ トラーはその定義
を次 の ように述べ ている。
「ソサ イエ タル ・マーケテ ィング ・コンセ プ トとは,企 業 の役割 は標 的市
場 のニーズ,欲 求,関 心 を正 し く判断 し,顧 客 と社 会の幸福 を維持 ・向上 さ
せ るや り方 で,要 望 に沿 う満足 を効果 的かつ効率 的 に提 供す る こと,と い う
8)
考 え方であ る。」
また,大 橋 は環境 マーケテ ィングに至 るマ ーケテ ィングの歴史 を考察 した
後 に,環 境 マーケテ ィ ングの定 義 を次の ように述べ てい る。
「企 業 や組織が 地球環境 と生活 の質お よび生活者満 足 との共生 と調和 をは
か りなが ら,LCA(ラ イフサ イクル ・アセス メ ン ト)を 用い て,商 品 ・サー
ビスの 「ゆ りか ご」(原材 料採取段 階),か ら 「墓場」(廃棄後 の リサ イクル,
リユ ース等 を行 な う段 階)ま での全 プロセスで環境負荷 を最小 にす るような
商 品企 画 ・開発,生 産,物 流,販 売 のシステム を構 築す るこ と。そのため に
原材 料 や廃 棄物 の リデ ュース,リ ユ ー ス,リ サ イ クル,ゼ ロエ ミ ッシ ョン
(廃棄 物 ゼ ロ)化 を組 み込 んだ,循 環型 シス テム を折 り込 む こ と。そ の実現
のため に,従 業員,ス テー クホ ルダー,投 ・融資家,生 活者/市 民,地 域社
会 お よび政府/行 政へ の環境情 報 開示 と,コ ミュニ ケー シ ョン(情 報 のや り
と り)に よってrエ コロジー(生 態系 との調和)と エ コノ ミ0(経 済性)と
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の両 立 をはか り,持 続可 能 な発展 を実現す る活動 。」
西尾 は地球環境保全 を志 向す るマ ーケテ ィ ングを 「エ コロジカル ・マーケ
テ ィ ング」 と呼 び,次 の ように述べ てい る。
「地球 環境保全 を志 向す るエ コロジカル ・マ ーケ テ ィングは,従 来 のマー
ケテ ィングや ソー シャル ・マ ーケテ ィングが志 向す る顧 客満足 を通 じた 「顧
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客の利益」あるいは顧客が生活する 「社会の利益」だけでな く,「環境 との
共生」 を視野 に入れて,企 業が存続するうえで必要な 「経済利益」 とのバラ
ンスをとることが重要 な課題 となる。「環境 との共生」 をはかるためには,
製品 ・サービスの 「ゆ りかごか ら墓場 まで」の環境負荷 と 「資源循環」 を念
頭にお くことが不可欠である。その際,顧 客や社会のニーズ を満た し,か つ
環境負荷の低い製品を開発 し販売す るだけでな く,それを正 しく使用 ・消費
させること,排 出された資源を同収 し,そ れを新 たな原料 として再利用 ・再
製品化することまでが,エ コロジカル ・マーケティングの対象領域 となる。
なぜなら,環 境負荷が低 く,消費者 にとってすばらしい製品であった として
も,そ れを消費者が正 しく理解 し,使用 ・消費 しなければ製品本来の価値 は
　ハ
引 き出せ ないか らであ る。
そ して,エ コロジカル ・マ ーケテ ィングについ て,さ らに次 の ように述べ
てい る。
「生態系 との共生 をめ ざす エ コロ ジー志 向の重要性 を生活者 に伝 え,ラ イ
フス タイル 自身 をその方向へ と転換 させ るため の仕組みづ くりが,地 球 環境
時代 に求め られ るマ ーケ テ ィングの役割 であ る とい え よう。 この ような立場
か ら,地 球環境 保 全 を念頭 におい たマ ー ケテ ィ ングの こと を 「エ コロ ジ カ
li;
ル ・マーケテ ィ ング」 とよぶ こ とにす る。」
以上,環 境 問題 に対応 したマーケテ ィ ングの定義 を見 て きたが,ど の定義
を見 て もその対 象領 域がか な り広 い こ とが わか る。 これ らの定義,と くにあ
との2つ の定義 は直接 環境 問題 を扱 うマーケ テ ィ ングの定義 とな ってお り,
共通点 も少 な くない。重要 な点 を列記す る と
1.顧 客満足 と地球環境保全 の両立
2.商 品 ・サー ビスの全 プ ロセス にお ける環境 負荷 の最小化
3.循 環的 シス テムの構築
4.企 業,消 費者 ・生活者,政 府 間の環境 情報伝 達
とい うこ とになろ う。本稿 におけ る環境 マ ーケテ ィングの考 え方 も上記 の4
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つを基本 にすえるが,環 境問題が深刻化 してきている現在,学 校教育,法 規
制,税 金 などを通 じた地方公共団体や政府の積極的関与が必要な時期にきて
いるといえよう。一般的に言 えば,企 業や消費者 ・生活者の活動 に地方公共
団体や政府が過度の関与 をするのは好 ましい とは思えないが,こ と環境問題
に関する限 り,過度 と思える関与や強制力をもった関与が もっとなされても
よい時期 にきていると思える。 この地方公共団体や政府の積極的関与を前述
の4項 目に加 え,本 稿の環境マーケティングの基本的な考え方 としたい。
3.複 雑適応系
本稿では環境マーケテ ィングシステムを複雑適応系 として考察す るので,
この節では複雑適応系 について考える。
12)-14)
(1)マ レー ・ゲルマ ンの複雑適応系
マ レー ・ゲルマ ンは複雑 適応系 を次 の ように定 義 している。 「複雑適応系」
とは,入 って きた情報 か ら規則性 を抽 出 し,そ れ を 「スキーマ」 と呼ばれ る
内部モ デルへ と圧縮 して,そ の スキーマ を もとに行 動す る ようなシステ ムで
ユらナ
あ る。
72),is)-1a)
(2)ジョン ・ホラン ドの複雑適応系
ジョン ・ホラン ドの複雑適応系は多数の適応的工一ジェン トから成 り立つ
集合的複雑適応系である。適応的工一ジェン トはマ レー ・ゲルマンの複雑適
応系 と等 しいと考えられるので,マ レー ・ゲルマ ンの複雑適応系の集合体 と
も考 えられる。
ホラン ドは複雑適応系は4つ の基本的属性 と3つ のメカニズムをもつ とし
ている。4つ の、基本的属性 とは
①集合的特性
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②非線形性
③流れ(フ ロー)
④多様性
であ り,3つ のメカニズムとは
①標識化(タ グ付 け)
②内部モデル
③積木
である。
「集合的特性」 とは多数のエージェン トが相互作用することによって生 じ
る集合の特性であ り,「流れ(フ ロー)」とはエ0ジ ェント間に情報の流れが
存在す ることを表 している。「多様性」 とは複雑適応系 を構成 する適応的工
一ジェン トの多様性 を示 している。
また,「標識化」 とは複雑適応系を構成 している集合 に一種の標識 をつけ
ることであ り,こ の標識 をもとにして多数の適応的工一ジェン トが集団をな
す。 「内部モデル」 とはマ レー ・ゲルマ ンの複雑適応系 におけるスキーマに
あたるもので,入 力 された情報から得 られた規則性 を圧縮 ・保存 し,そ れに
基づ いて行動 を決定する。 「積木」 とは,エ ージェン トが頻繁 に起 こす行動
を構成要素 として保存 し,そ れを積木の ように組み立てて使用するとい うメ
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カニズムで ある。
(3)環境マーケテ ィングに対応 する複雑適応系
本稿では環境マ0ケ テ ィングシステムを複雑適応系 と見な してその特性 を
考察 しようとす るものであるが,そ の際用いる複雑適応系は,基 本的にはジ
ョン ・ホラン ドの集合的複雑適応系 を考 えている。環境マーケティングシス
テムは企業,消 費者 ・生活者,地 方公共団体,政 府 と構成要素が多岐にわた
るので,ジ ョン ・ホラン ドの集合的複雑適応系 を採用する。ただ し,本 来の
集合的複雑適応系 とは異なる面 も考慮 しな くてはならないので,以 下ではそ
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の点 につ いて考察す る。
1.適 応的工 一ジェ ン ト
ジ ョン ・ホラ ン ドの適応 的工一 ジェ ン トはマ レー ・ゲルマ ンの複雑適応系
に等 しい と考 え られ るが,本 稿 で用 い る複雑適応系 では適応 的工 一ジェ ン ト
自身が ジ ョン ・ホラ ン ドの集合 的複雑適応 系 とな ってい る場 合が あ り,本 来
の集合 的複雑適応系 よ りか な り複雑化 してい る と考 え られる。企 業,地 方公
共 団体,政 府 な どの組織 はマ レ0・ ゲ ルマ ンの複雑 適応系 と考 え るよ りは,
ジ ョン ・ホ ラン ドの複雑適 応系 と考 えたほ うが適切 であ る。
2.内 部阻害要因
複雑適応系はその行動 を通 じてスキーマあるいは内部モデルが間接的に評
価 され,ス キーマは修正 されてゆ く。 これはマ レー ・ゲルマ ンの複雑適応系
もジョン ・ホラン ドの複雑適応系 も同 じと考え られるが,2つ のモデルとも
系の内部 に行動 を阻害する要因を考 えているわけではない。
しか しなが ら,環 境マ0ケ テ ィングシステムにおいては適応的工一ジェン
トが環境保全 とい う目的に反す る行動をとり得るため,内 部 に行動の阻害要
因を考えなければな らない。 とくに環境問題 においては 「社会的ジレンマ」
201-231
が起 こることがあ り,阻害要因をかなり複雑に している。環境問題 における
社会的ジレンマ とは次の ような状況 を意味 している。一人一人の人間にとっ
ては,環境にやさしい行動 をとるほうが,と らないよ りもコス トが高 くつ き,
また,自 分が受ける環境破壊の進行 による被害の大 きさが,コ ス トに見合っ
た分だけ少な くなるわけで もない。 しか し,世 界巾の人間皆が環境 にや さし
い行動 をとれば,全 員が環境保全を無視 した行動をとるよりも望 ましい状況
　　コ
が え られ る。
阻害要 因には法規違反 など も考 え られるが,こ れ らの 阻害要 因 をどう取 り
除 くか は大 きな問題 である。
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3.アポ トーシス
アポ トーシス とは不要になった細胞 を生命体の維持のため,生 理的あるい
は病理的要因によ り積極的に排除 しようとす る細胞の自殺過程の ことであ
2;;
り,制御 されて起 こる細胞除去機構のことである。
このようなシステムは生命体だけでなく,本 稿で考察するような環境マー
ケテ ィングシステムにも備わっていると考えられる。前 に述べ た阻害要因の
除去 には,シ ステム的には,こ の機構が対応 していると思 えばよい。環境マ
0ケ ティングシステムにおいては,法 規制,ガ イ ドライン(環境会計 ガイ ド
ライン[環 境省],環境報告書 ガイ ドライン[環 境省],ステークホルダー重
視に よる環境 レポーテ ィングガイ ドライン[経 済産業省1な ど),教育や環
境情報 による消費者 ・生活者の生活ス タイルの変化 とそれに対応 した企業活
動などにより,内 部阻害要因が徐 々に取 り除かれてゆ く過程がアポ ト0シス
に対応 している。
本稿 において環境マ0ケ テ ィングシステムに対応 させる複雑適応系は,ジ
ヨン ・ホラン ドの集合的複雑適応系に上記の3項目を特性 として付 け加えた
ものである。
4.複雑適応系 と しての環境 マーケテ ィングシステム
この節では環境マーケティングシステムが複雑適応系の条件 を満たす こと
を示 し,複 雑適応系 という観点か ら環境マーケテ ィングシステムを考察する
ことにする。
(1)集合的特性
環境 マー ケテ ィングシステム全体 の 目的 は地球環境 の保全 と顧 客満足 との
両立で あるが,こ の 目的 を達 成す るためには,集 合 に属す るすべ てのエ ージ
ェ ン ト,す なわち,企 業,消 費者 ・生活者,地 方公 共団体,政 府が協 調 しな
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ければ ならないので,こ の 目的 自身がb的 特性 と考 え られる。一部 の企業,
一部 の消費者 ・生活 者
,あるい は政府 のみが環境保全行動 を取 っただけで は,
この 目的は達成 され ない。
(2)非線形性
非線形性 をどうとらえるかは難 しい問題であるが,こ こでは 「ファクタ0
ゆ29)ロ3Q)
4」お よび 「ファクター10」による非線 形性 を示 してお く。
「フ ァク ター4」 はエ ル ンス ト ・U・ フ オ ン ・ワ イゼ ッカー,エ イモ リ
ー ・ロ ビンス,ハ ンター ・ロ ビンスが提 唱 してお り,そ の考 え方 は,資 源 の
消 費 を半分 に し,同 時 に豊 か さを2倍にす る と,資 源効率 は4倍になる とい う
考 え方であ る。資源 の消費 と豊 か さの間 に線形性 を仮 定す る と,資 源 の消費
が半分 になれ ば豊 か さも半分 にな るので,「 フ ァクター4」において は線形性
は成立せ ず,従 って非線 形で ある と考 え られ る。
「フ ァク ター10」は シュ ミッ ト=ブ レー クが提 唱す る もので,そ の内容 は
資源効 率 を10倍にす る とい う考 え方 で,「フ ァクター4」同様,線 形性 は成 立
せず,非 線形性 を有す る と考 え られ る。
よ り少 ない資源消費 で十分 な豊 か さを得 る とい うのが環境 マ ーケテ ィング
システムの基 本的 な考 え方 であ るか ら,資 源 の消費 と豊 か さの問 に成立す る
非線形性 は,環 境 マー ケテ ィングシステ ムの非線形性 を表 わ してい る と考 え
て よい。
(3)流れ(フ ロー)
「流 れ」 とは 「情 報 の流 れ」 であ り,環 境 マ ーケテ ィングシステムで は環
ヨハ ロ 　 　
境 コ ミュニケ ーシ ョン が 「流 れ」 にあた る。
1.企業が発信する主 な環境情報
①環境 ラベル
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②環境広告
③環境報告書
33}
④環境会計
環境保全の目的が達成 されるためには,企 業の十分な情報開示が必要 とな
る。
2.政府が発信する主な環境情報
政府の場合,そ の環境政策が十分伝わるよう環境 コミュニケーションをと
る必要がある。政府が伝 えるべ き主な環境情報 には
ヨ ゼユ　
① 「循環型社会形成推進基本計画 」などの環境政策
②環境会計,環境報告書などの環境関連のガイドライン
③環境基本法,循環型社会形成推進基本法などの法律
などがある。
3.消費者 ・生活者が発信する主な情報
①各種 アンケー トに対す る回答
②企業の消費者相談室等への問い合わせ
③公聴会などへの参加
④製品購入の際の選別
消費者 ・生活者が発信す る情報 の主 なものを掲 げたが,市 民運動,NPO
による活動 も消費者 ・生活者の情報発信 の場 と考えられる。また,地 方 自治
体 ではゴミ問題 な どの環境問題が選挙 の争点のひ とつ になることがあるの
で,選 挙 も消費者 ・生活者の環境情報(地 方自治体や政府に向けた)の 発信
場所のひとつになりうる。
4.そ の他
環 境 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン に お い て も,新 聞,雑 誌,テ レ ビ な どの マ ス コ ミ
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か らの情報は,消 費者 ・生活者のみならず企業や政府 にも少 なか らぬ影響 を
与える。
また,日 本経済新聞社が実施する 「環境経営度調査」 などの環境 に関する
企業のランキングや格付 けは重要な環境情報のひとつである し,エ コファン
ドも環境情報のひとつ と考 えてよい。
以上,1～4で環境情報の主 なものを考えてきたが,環境情報開示が不十分
な場合,十 分 な情報の流れが存在で きず,地 球環境保全 と顧客満足の両立 と
いう目標が達成できな くなる。十分な情報開示が望 まれる。
(4)多様性
環境 マ ー ケテ ィング シス テム を構 成 してい るの は消費 者 ・生活 者,企 業 ,
地 方公 共団体,政 府 の4つ のエ ー ジ ェ ン トで あ り,そ の構成 は多様 であ る。
また,企 業,地 方公 共 団体,政 府 を構成 してい る構成 員 は,一 方 で は消 費
者 ・生活者 と して行動 してい るので,多 様性 は よ り高 まる。 さらに,企 業や
地方 自治体,政 府 はそれ 自身ジ ョン ・ホ ラ ン ドの複雑適応系 とな りうるので,
多様性 はよ り一段 と高 まる。
(5)標識化
環境マーケテ ィングの目的は地球環境保全 と顧客満足 との両立であ り,こ
の目的のために消費者 ・生活者7企 業,地 方公共団体,政 府が結集するので
あるか ら,抽 象的な標識ではあるが,「地球環境保全 と顧客満足 の両立」 を
標識 とす るのが妥当である。
ただ,「地球環境保全 と顧客満足 の両立」 とい う標識 はあ まりにも広 く漠
然 としているので,た とえば 「あきびんの リサイクル」 とい う抽象的な標識
の もとで消費者 ・生活者のグループと企業,地 方公共団体が集合 して行動す
る場合 などもあ り,標識はひとつではなく,階層化 されていると考 えられる。
この場合の集合体は,ジ ョン ・ホラン ドの集合的複雑適応系 と考 えられる。
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地球環境問題 について細分化 された項 目を階層化 された標識 として持つ集合
的複雑適応系が多数集 まり,環境マーケティングシステムの主要なメンバー
(エー ジェン ト)と して活動 しているのである。
(6)内部モデル
内部モデルにあたるのは環境マーケティングシステムの根幹 をなす概念で
あ り,エ コノミーとエコロジーを両立 させ うる概念である。
法律でいえばs環 境保全の基本理念 を定めた環境基本法,循 環型社会への
道順 を示 した循環型社会形成推進基本法 などの法律があてはまり,ま た,国
3らラ
連大学が提 唱 したゼロエ ミッシ ョン構想 な どもあてはまる。この ように基
本的理念 を扱 っている法律や構想な どが内部モデルとして蓄積 されてゆ く。
(7)積木
積木に相当するのは法律で言えば
①大気汚染防止法
②水質汚濁防止法
③土壌汚染対策法
④騒音規制法
⑤悪臭防止法
⑥ダイオキシン類対策特別措置法
⑦特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する
法律(PRTR法)
などの公害防止や化学物質に関する法律であり,これらを可能にする公害防
止技術や化学物質の知識 も積木の構成要素となる。
また,循環型社会形成に関連 した
①容器包装リサイクル法
②家電リサイクル法
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③建設 リサイクル法
④食品 リサイクル法
⑤ グリー ン購入法
などの法律 とそれを実行可能にする技術 の知識 も積木の構成要素 となる。
経営面に関連 した積木の構成要素は
①環境報告書ガイ ドライン
②環境会計ガイ ドライン及び各種の環境会計技法
35)
③ゼロエ ミッションマニュアル
④ISO14001
などが積木の構成要素 と考えられるが,現 在進展が著 しい環境マーケテ ィン
グ,環 境経営の技法 も積木の要素 となる。
以上でジ ョン ・ホラン ドの集合的複雑適応系の条件 をすべて考察 したが,
以下では本稿独 自に定めたアポ トーシスについて考える。
(8)アポ トーシス
内部 阻害要因を取 り除 く機構 としては強制的な手段 としては法規制がある
が,学 校教育や社会教育などによる環境保全 に対する意識の変化 と生活者ス
タイルの変化や企業環境経営度調査のような環境経営ランキ ングなども重要
な機構である。
学校教育においては,「環境」 とい う科 目はない ものの,文 部省では環境
36)-381
教 育指 導資料 な どを発 行 し,各 教 科 におけ る環 境教 育 の充実 をはか ってい
る。
また,環 境経 営 ラ ンキ ングやエ コフ ァン ドは企 業 の価値 をはか る もの さ し
のひ とつ と して 「環境保 全」 が重要 になって きた こ とを示 してお り,「環境
保全」 に 目を向け 「環境経 営」 を取 り入 れる企業 も多 くなって きている。
以上 に述べ た ような機構 が アポ ト0シ ス をな し,阻害 要因 を徐 々に軽減 し,
やが て取 り除 いてゆ くと思 われ る。
58国 際経営論集No.262003
5.終 わ り に
本稿では,ジ ョン ・ホラン ドの複雑適応系 にアポ トーシス と内部阻害要因
を導入 し,新 たな複雑適応系 を考え,環 境マーケテ ィングシステムがこの複
雑適応系 にあたることを示 した。今後は,カ オスの縁 といった複雑適応系に
関す る性質 と環境マーケティングシステムが どのように関連す るか とい う研
究 を推 し進めたい。
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